
熊本県第７期障がい・第３期障がい児福祉計画（目標値比較表）

実績値 調査時点

６％ ６％ ○ ４．４％ 令和４年度 ６％ ６％

５％ ５％ ○ ３．８％ 令和４年度 １．６％ １．６％

実績値 調査時点

３２５．３日 ３２５．３日 ✕ ３０６日 令和４年度 ３１６日 ３１６日

－
６５歳以上　２，５２４人
６５歳以下　９３９人

✕
６５歳以上　３，５０３人
６５歳以下　１，２１５人

令和４年度 －
６５歳以上　２，５７９人
６５歳以下　　　９２０人

３か月時点　６８．９％
６か月時点　８４．５％
１年時点　　 　　９１％

３か月時点　６８．９％
６か月時点　８４．５％
１年時点　　 　　９１％

✕
３か月時点　５１．６％
６か月時点　７６．７％
１年時点　　 ８４．９％

令和４年度
３か月時点　６９％
６か月時点　８６％
１年時点　　 ９２％

３か月時点　６９％
６か月時点　８６％
１年時点　　 ９２％

精神障がい者の地域移行支援利用者数 － ※市町村の積上げ ○ － － － －

精神障がい者の地域定着支援利用者数 － ※市町村の積上げ ○ － － － －

精神障がい者の共同生活援助利用者数 － ※市町村の積上げ ○ － － － －

精神障がい者の自立生活援助利用者数 － ※市町村の積上げ ○ － － － －

精神障がい者の自立訓練（生活訓練）利用者数　※新規 － ※市町村の積上げ ○ － － － －

精神病床における退院患者の退院後の行き先 －
在宅　  人（※集計中）
施設　　人（※集計中）
その他　人（※集計中）

✕
在宅　 　４５２人
施設　　 １３８人
その他　 １６１人

令和４年度 －
在宅　 １，０００人
施設　　　 ２９１人
その他　　５２８人

実績値 調査時点

市町村又は圏域で
年１回以上の
検証・検討

市町村又は圏域で
年１回以上の
検証・検討

〇
・全市町村で整備済
・検証及び検討６市

町村５圏域
令和４年度

市町村又は圏域で
年１回以上の
検証・検討

市町村又は圏域で
年１回以上の
検証・検討

市町村又は圏域で
支援体制の整備を進

める

市町村又は圏域で支
援体制の整備を進め

る
〇 － － － －

地域生活支援拠点等の機能充実のためのコーディネーターの配置人数　※
新規

－ ※市町村の積上げ ○ － － － －

実績値 調査時点

１．２８倍以上
１．２８倍以上
（３１３人以上）

○
０．９３倍
（２６２人）

令和４年度 １．２７倍以上
１．２７倍以上
（３５５人以上）

うち　就労移行支援から一般就労への移行者数 １．３１倍以上
１．３１倍以上
（１６４人以上）

○
０．８６倍
（１２１人）

令和４年度 １．３０倍以上
１．３０倍以上
（１８２人以上）

うち　就労継続支援Ａ型から一般就労への移行者数 １．２９倍以上
１．２９倍以上
（１１５人以上）

○
０．９９倍
（１１１人）

令和４年度 １．２６倍以上
１．２６倍以上
（１４１人以上）

うち　就労継続支援Ｂ型から一般就労への移行者数 １．２８倍以上
１．２８倍以上
（２７人以上）

○
０．９６倍
（２４人）

令和４年度 １．２３倍以上
１．２３倍以上
（３１人以上）

全体の５割以上 全体の５割以上 ○ － － － －

１．４１倍以上 １．４１倍以上 ○
１．０２５倍
（４３人）

令和４年度 ７割以上 ７割以上

全体の２割５分以上 全体の２割５分以上 ○ 71% 令和４年度
定着率８割以上の事業所

が全体の７割以上
定着率８割以上の事業所

が全体の７割以上

協議会（就労支援部
会）等の設置

協議会（就労支援部
会）等の設置

✕ － － － －

職業訓練の受講者数 － １１人 ✕ １人 令和４年度 － ２２人

福祉施設から公共職業安定所への誘導者数 － ２５５人 ✕ ２４６人 令和４年度 － ４１９人

福祉施設から障害者就業・生活支援センターへの誘導者数 － ７７人 ✕ ７３人 令和４年度 － １０１人

公共職業安定所の支援を受けて就職する福祉施設利用者数 － １２４人 ✕ １１９人 令和４年度 － １３３人

実績値 調査時点

・センター　市町村
　　　　　　又は圏域に１
・推進体制の構築

・センター　機能の充実
・推進体制の構築

○
センターは

全圏域に配置済
令和４年度

・センター　市町村
　　　　　　又は圏域に１
・保訪　全市町村整備

・センター　市町村
　　　　　　又は圏域に１
・保訪　全市町村整備

体制の構築 体制の充実 ✕ 県は確保済 令和４年度 － －

市町村又は圏域に１ 市町村又は圏域に１ ○
１０圏域中８圏域

で設置済
令和４年度 市町村又は圏域に１ 市町村又は圏域に１

県・圏域・市町村に１ 県・圏域・市町村に１ ○

・協議の場　１０圏域中
２圏域、８市町村
・コーディネーター　４５
市町村中４市町村

令和４年度 県・圏域・市町村に１ 県・圏域・市町村に１

県・指定都市に１ 県・熊本市に１ 熊本市のみ － － － －

実績値 調査時点

実施体制の確保 実施体制の確保 ○
１０圏域中１圏域、４
５市町村中５市町村
で整備済

令和４年度 － －

実施体制の確保 実施体制の確保 ○ － － － －

実績値 調査時点

体制の構築 体制の構築 ○ － － － －

相談支援専門員研修及びサビ管・児発管研修の修了者数　※新規 － １，２６５人 ✕ － － － －

相談支援専門員及びサビ管・児発管への意思決定支援ガイドライン等を活
用した研修の実施回数　※新規

－ 年１回 ✕ － － － －

相談支援専門員及びサビ管・児発管への意思決定支援ガイドライン等を活
用した研修の修了者数　※新規

－ １００人 ✕ － － － －

指導監査結果の関係市町村との共有 － 年２回 熊本市のみ 年１回 令和４年度 － 年２回

実績値 調査時点

発達障がい者支援地域協議会の開催回数 － ２回 熊本市のみ ２回 令和４年度 － ２回

発達障がい者支援センターによる相談支援件数 － ８，４５６件 熊本市のみ ９，０３４件 令和４年度 － ６，０５０件

発達障がい者支援センター及び発達障がい者地域支援マネジャーの関係機
関への助言件数

－ ８０４件 熊本市のみ ８６４件 令和４年度 － ４７０件

発達障がい者支援センター及び発達障がい者地域支援マネジャ―の外部機
関や地域住民への研修、啓発件数

－ ７１３件 熊本市のみ ７１２件 令和４年度 － ９２０件

ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の開催回数 － ※市町村の積上げ ○ ６６７人 令和４年度 － １，２０４人

ペアレントメンター等を活用したピアサポートの活動の実施回数 － ※市町村の積上げ ○ １，０３４人 令和４年度 － １，０８８人

（１）　地域生活移行者数

（２）　施設入所者数

県の現状１　福祉施設の入所者の地域生活への移行

【成果目標】

第７期・第３期
国目標

第７期・第３期
県目標

第６期・第２期
国目標

市町村の
目標設定

第６期・第２期
県目標

市町村の
目標設定

県の現状

第６期・第２期
県目標

第６期・第２期
県目標

市町村の
目標設定

県の現状２　精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 第７期・第３期
国目標

第７期・第３期
県目標

第６期・第２期
国目標

【成果目標】

（１）　精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域のおける平均
　　　 生活日数

（２）　精神病床における１年以上長期入院患者数

（３）　精神病床における早期退院率

【活動指標】

【成果目標】

３　地域生活支援の充実 第７期・第３期
県目標

第６期・第２期
国目標

第６期・第２期
県目標

市町村の
目標設定

県の現状

第７期・第３期
県目標

第６期・第２期
国目標

【成果目標】

市町村の
目標設定

県の現状

（２）　就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労移行者の割合が５割以上の事業所　※新規

（４）　就労定着率７割以上の就労定着支援事業所

第７期・第３期
国目標

４　福祉施設から一般就労への移行等 第７期・第３期
国目標

（１）　地域生活支援拠点等の整備と充実

（２）　強度行動障害を有する者への支援体制の整備　※新規

【活動指標】

【活動指標】

第７期・第３期
国目標

（１）　福祉施設利用者の一般就労への移行者数

第６期・第２期
県目標

（３）　主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び
　　　　放課後等デイサービス事業所の確保

（５）　障害児入所施設に入所する児童が大人にふさわしい環境へ
     　移行できるようにするための移行調整の協議の場の設置　※新規

６　相談支援体制の充実・強化等

【成果目標】

（１）　重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援
　　　 センターの設置及び障がい児の地域社会への
　　　 参加・包容（インクルージョン）の推進

第６期・第２期
国目標

第６期・第２期
県目標

【成果目標】

５　障がい児支援の提供体制の整備等 第７期・第３期
国目標

第７期・第３期
県目標

（２）　難聴児支援のための中核的機能を有する体制の構築

（２）　協議会における地域サービス基盤の開発・改善等及び体制の確保　※新
規

第７期・第３期
国目標

第７期・第３期
県目標

第６期・第２期
県目標

（１）　障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

【活動指標】

８　発達障がい者等に対する支援

第６期・第２期
県目標

７　障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 第７期・第３期
国目標

第７期・第３期
県目標

第６期・第２期
国目標

【成果目標】

市町村の
目標設定

県の現状

市町村の
目標設定

第６期・第２期
国目標

第６期・第２期
国目標

第７期・第３期
県目標

市町村の
目標設定

県の現状

県の現状

【活動指標】

（３）　一般就労移行者に占める就労定着支援事業の利用者

（５）　協議会（就労支援部会）等の設置　※新規

（４）　医療的ケア児等支援のための関係機関の協議の場の設置及び
　　　　コーディネーターの配置

（１）　市町村又は圏域での基幹相談支援センターの設置及び地域の相談支援
体制の強化
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